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Abstrad
The articleis a collaborative effortin which the four authors
examiTle the role ofthe universltyin the community・The first
SeCtionaddressesthecaseofAsiaUniversltyanditsinteractions
Withthesurroundingcommunity．The authorarguesthattheso－
Cialcontributions ofthellniverslty are nOtlinked by any grand
Vision．They are discrete and constitutetheisolated activitiesof
individuals．He cites the need for a system thatwi111ink these
activitiesinto a unified whole．In the second section the author
examineswhattheroleofAsiaUniversltymightbeinpostmod－
ernsocietywithrespecttocommunltyrelations・Heexploresthe
issue of universal access and theimportance of theInternship
Program．Inthe third section the authoraddresses the broader
eommumty，inthiscase，thehighschool．Universitiessendrepre－
sentatil′eS tO SeCOndarylnStitutions．and this constitutesinterac－
tion．However、theauthorarguesthattheactivitiesofthose rep－
resentatives arelargely conflned to sales pltChes・He cites the
need formore meaningfu1interaction・In the fourthsection the
author explores the relationship between the universlty On the
Onehandandthebusinesscommunityandpublicsector（regional
government）oTlthe other．He discusses Daito Bunka Universi－
ty’seffortsalongthoselines．
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序章　地域と大学
我々がこの共同研究を計画したのは3年前である。私立大学連盟等での
各種研修のなかで、単なる「生き残り」ではなく、「生き残る価値のある
大学」を目指そうとする動きが出てきていた。私学にとって「生き残る価
値のある大学」の物差しの一つは建学理念（建学の使命）であるが、もう
一つの物差しとして地域における大学の存在意義や地域への貢献が改めて
意識され始めた。これは国公立大の独立法人化に伴う地域貢献論議とも無
縁ではなかろうが、大学教育の原点に立ち返って大学の役割を考え直そう
という姿勢が強かった。
ICUから本学に来た元教養部教授原一雄氏は、かつて就任挨拶に行った
際に、大学教員に課せられた責務は「教育、研究、大学行政、社会貢献」
の四つあると学長から指摘されたことを、忘れられないこととして繰り返
し話していたが、欧米の大学人の感覚では、社会貢献は大切な活動である。
アダム・スミスも終生、寄付活動を続けた。もちろん、学問は普遍性を目
指すものなので、研究教育の営みは地域社会の個別性に直接にはとらわれ
ない。しかし、地域社会の抱える課題解決のために大学の知的資源や人的
資源を役立てることは、地域にとってプラスになるばか）か、大学の教育
研究のためにも大いにプラスになる。
まず第一に、学生にとってのプラス。学生は地域社会のリアルな課題に
取り組むことによって、学んだ内容を検証し、確認し、学び直す機会を得
て理解度を増す。社会的な関心を養い、現実的な感覚を育て、視野が広が
る。それを通じて自分自身の課題を発見し、学習意欲を高める。
第二に教員にとってのプラス。研究課題を地域の課題と結びつけること
で研究の社会的意義を確認でき、研究費等の便宜を獲得する可能性が高ま
る。社会貢献活動として自信を持てる。また、学生の学習意欲が高まれば、
教員の教育活動も充実する。地域での学習の可能性を視野に入れることで、
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学習指導方法の選択肢が増え、地域の人材も活用でき、柔軟な授業運営が
できる。
第三に大学にとってのプラス。地域を教育研究のフィールドにすること
で、大学の資源の限界を超えた教育研究活動を展開できる。地域とのさま
ざまなレベルの交流を通じて、大学についての肯定的認知度を高める。そ
れにより、学生の就職や入試募集、生涯学習講座参加等の実績をあげる。
地域に大学を開くことにより、大学の組織そのものを透明で柔軟なものに
改善する気運が強まる。
北イタリアのカルロ・カッターネオ大学学長アレッサンドロ・シナトラ
氏は、DistrictUniversity（後掲書では「産地の大学Jと訳）というおもしろ
い概念を提起している。つまり、大学は、持続性が保証されている、文化
との結節点を持つ、組織の利害関係から自由である、価値創造のための倫
理的主体性を持つ、アイデアを議論し比較する評価機関たりうる、という
五つの利点から、研究開発と能力開発を通して、地域社会のアーキテクト
（建築家）としての役割を果たす理想的な機関となりうると言い、その
ソーシャル・アーキテクチャー（地域社会建築術）機能を果たして、知的
資本の開発を行う機関をDistrictUniversityと表現する（法政大学多摩地
域社会研究センター第15回法政大学多摩シンポジウム報告書r地域における大
学の役馳　日本楼済評論社、2000年3月）。同大学自身が地域経済再建のた
めに地域の企業家たちによって作られた大学であるために、地域に責任を
持つ大学の役割を強調しているが、上にあげた、大学の持つ五つの利点は
一般の大学にも通用するものである。だから、逆に、一般の大学の教育研
究活動は、それ自体が地域の諸課砲の解決に役立つ可能性を持つ。要は、
大学人が役立とうとする意志を持つか否かである。
この3年の内に国公立大の独立法人化の具体化が進み、地方の国公立大
学は、文字通り、DIStrictUniversityとしての期待を背負い始めている。
大学の地域貞敵ということが、この3年のうちに、当たり前のことになっ
た。このこと自体は、外圧的な背景があるにしても、前進であろう。
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本研究は平成13、14年度特別研究助成「地域社会と大学－武蔵野地域
と亜維亜大学の連携のあり方を探る」を受けて行われた共同研究の成果を
とりまとめたものである。我々の研究が日本の現実に追い抜かれようとし
ていると感じることもあるが、亜細亜大学という我々のフィールドで何が
可能かを考える参考になれば、この共同研究も報われるであろう。毅後に
研究助成を与えて頂いた関係機関に感謝の意を表したい。（栗田充治）
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第1章　広報紙から見えてくる亜細亜大学の地域とのかかわり
昭和44年7月に発行が始まった亜細亜大学広報紙の紙面から見えてくる、
亜細亜大学の地域へのかかわりをまとめてみる。第1号が創刊されてから
第500号が出た平成7年4月までの27年間の振り返りである。
（1）公開講座
まず、大学教員の研究成果を地域に還元する代表例として公開講座があ
る。広報紙が刊行されて開始された主なものは次の通りである。
昭和56／6／5　アジア研究所主催公開講座「チベットの文化と歴史」
10匝Iシリーズが始まる。本学で初めての公開講座。
昭和60／6／25　法学部開設20周年記念行事として「現代市民法講座」
を3回シリーズで開催。
昭和62／10／10　経営学部が第1回一日ビジネス公開講座を開催。武蔵
野商工会議所後援。
昭和63／2／10　武蔵野市民大学「［］本の経済・今日と明日」全5回に
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経済学部の5教授が講師役で参加。
また、市民向けの教養講座として、ワープロ講座（平成1／5／25。56人
参加）、パソコン講座は（平成1／6／25。48人参加）、「主婦のための初・中
級英会話教室」（平成1／5／25。32人参加）、スペイン語講座（平成1／9／25）、
テニス・クリニック（平成2／2／10。日の出グランド）、フィットネス講座
（平成2／7／10。日の出校舎）、「親子サッカー教室」（平成5／11／10。総合体
育館に25人参加。教養部と教育委員会の共催）、「おやぎょう広場」（平成6／
5／10。講演会と「親業訓練講座」r教師学講軌を開催）などが平成に入って
活発に行われ始めた。
また、地方でも公開講座を開催しようと、まず岩手県盛岡市で行われた
（平成1／7／10）が、これはその後が続かなかった。
（2）学内施設の開放
学内施設の一般開放も、大学の地域貢献の有効な方法である。本学では、
人数制限付きながら他大学に先駆けて、図書館を開放する措置をとった。
また、地域や教職員・学生がかかわるさまざまな社会団体の活動に対して
会場を提供している。
昭和54／10／510月から図書館を一般市民に公開。1日10名限定。試
験期間中を除く。生涯教育推進への一助として。
昭和62／6／10　東京多摩いのちの電話第4期電話相談員研修会が本学
を会場に開催される。
昭和63／9／25　武蔵野市主催のシルバーロータリー講座を本学で開催。
平成5／7／10　TAMAらいふ21協会主催「学生フォーラム　気軽に
しようよ、キャンパスからの環境活動！」に学友会が
協力し本学で開催。
また、武蔵野キャンパスのテニスコートを日曜日と夏休の平日に限って
一般市民に開放することも始めた（昭和63／7／25）。
（3）学生の課外活動・クラブ
本学の特色は学生たちが課外活動で地域との交流や社会貢献活動を盛ん
に行っていることである。ここにあげた多くの活動は、現在まで継続され
てきていて、大学の存在感を地域にアピールする重要な要素となっている。
広報紙に掲載された記事を時間順にあげてみよう。
昭和45／10／25　雄弁会主催亜細亜大学学長杯争奪第11回全日本高等学
校雄弁大会（20校参加）。
昭和45／12／15　アジア学生交流会が東パキスタン救援の募金活動で
365．501円集め、毎日新聞へ寄託。
昭和46／9／15　会計学研究会が合宿の合間に奥入瀬渓流の清掃活動
（3時間）。
昭和46／11／15　一般奉仕会「紆流」が奥秩父黒平と交流し、僻地教育
の現状を知る。また、同サークルは、交通遺児支援の
チャリティバザーを第13回アジア祭で行い、55、382円
の売り上げを武蔵野市の交通遺児に寄付。
昭和47／6／15　－一般奉仕会「細流」の5日間の募金活動に礼状が届く
（精薄児施設r滝乃川学園Jの保評者より）。
昭和48／9／25　学友会国際文化局がインドの小学校に学用品を送るた
めの呼びかけ。洋上大学で立ち寄った小学校の先生と
の約束。
昭和48／11／25　円本青年奉仕協会主催「第14次社会開発青年奉仕隊・
沖縄県西入衷島派遣」に海外事情研究会と自動車部が
協力。
昭和49／6／25　一般奉仕会「細流」がネパールの子どもたちに贈るお
もちゃや絵本の収集活動を桜堤団地で行う。絵本926
冊、衣類833着、おもちゃ300余。
昭和51／10／15　アジア祭で実行委員会が昨年に続き、救ライ募金活動。
昭和52／11／25　自動車部が全日本学生自動車連盟主催「交通遺児育英
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募金」に参加し、そのキャンペーン・リレーに口本拳
法部とサイクリング同好会とともに参加。また、募金
活動は体育会所属31団体の協力を得て、中央線沿線6
箇所の駅頭で2日間行い、1、766．665円集める。
昭和53／11／15　アジア祭期間中に毎年好評の第7回太田学長杯少年則
道大会が今年も行われる（剣道部）。
昭和59／12／5　学友会主催の献血会を2号館前で行う。
昭和63／4／10　武蔵野市にある「重度肢体障害者共同生活寮を作る
会」主催の、会発足10周年記念イベント「愛あいコン
サート」に、チアリーダー、ジャズダンスチーム花組、
落語研究会が協力出演。細流が応接。1300人が来場。
昭和63／7／25　井の頭病院「七夕演芸大会」に落語研究会が出演。
昭和63／11／25　ジャズダンスチーム花組が地元商店街協同組合の後援
を得て、チャリティ発表会を3号館講堂で開催。600
人集まり、68．172円の収益はユニセフに寄付。アジア
協力推進運動実行委員会も協力。また、インターナシ
ョナルウイークでも募金活動を進める（昭和63／12／10）。
平成1／2／10　三鷹市大沢台小学校の「こどもまつり」に吹奏楽団25
人が友情出演。
平成1／4／10　野球部主催「チビッコ野球教皇」に150人参加．。PLU
野球部との交流の一環として日の出グランドで開催。
平成1／4／10　漫画研究会が桜堤児童館でちびっこ漫画教室を開催。
30人参加。
平成3／7／10　学内倫理美化運動に340人参加。
平成4／1／25　雲仙普賢岳被災者支援チャリティ花組コンサートに
600人集まり、収益11万円余を寄付。
平成4／2／10　吹奏楽団が第6匝】首都圏小さな親切実行賞を受賞（タ
イでの親善演奏会とその際の寄付活動に対して）。
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平成4／12／10　花組チャリティダンス（ペルーの医療援助資金に）。
平成6／4／10　ボウリング部が三鷹市の心身障害児者通所施設「北野
ハピネスセンター」のボウリング大会にボランティア
として参加し介助と指導をした。今年で7年目になる。
平成6／2／10　剣道部の寒稽古に120人の子ども・市民が参加
平成6／11／25　花組チャリティコンサート。亜大生のNGO「スラン
ガニ基金」の支援のため。収益30万円を寄贈。
（4）教職員・学生個人
クラブ・サークルレベルの活動とともに、教職員や学生の個人レベルの
地域交流活動、社会貢献活動も地道に行われている。広報紙に掲載された
記事を時間順にあげていこう。
昭和48／11／25　日本青年遺骨収集団マリアナ派遣サイパンB隊に亜大
生9名が参加。
昭和55／6／15　英語教員の大泉勝美氏がボランティア・ヘルパー体験
記を紹介。身障者施設「あゆみの家」での活動。
昭和55／6／25「少年の船協会」第1回難民キャンプ奉仕団に参加し
て、タイの難民キャンプを訪ねた法学部2年大隅智子
さん。
昭和58／6／15　イギリスでのボランティア活動体験記。一年休学して
活動した国際関係学部3年高橋裕孝君。
昭和60／9／10　尾上典子助教授が4回日のチャリティコンサートを横
浜で開く。入場料は横浜市社会福祉協議会に寄託。
昭和63／5／25「西東京英語の会」が呼びかけた無料英語ガイドボラ
ンティアに200人集まる（マカラ講師）。
昭和63／6／25　花岡美智子助教授が地域のお年寄りに「イキイキ体
操」を指導。毎週水曜日50人。
平成3／9／25　クルド人難民救援ボランティアに教職員4名、亜大生
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16名参加。イランで帰還家族への支援活動。
平成3／9／25　オイスカ植林ボランティアに参加した国際関係学部4
年谷辺圭子、馬場麻子さん。
平成3／10／10クルド人社民救援ボランティア体験記。国際関係学部
3年生茨木慶太君。
平成4／9／25　オイスカ植林ボランティアに参加した国際関係学部3
年平野恵子さん。
平成5／5／25　あしなが学生募金活動に亜大生も多く参加。
平成5／6／10JIRAC（日本国際救援行動委員会）主催のロシア支援活
動に参加した法学部4年金澤哲也君。
平成5／10／10　東京都早朝野球大会で職員4人が加わった「境」チー
ムが優勝。
平成6／4／10「スランガニ基金」を設立し、スリランカでの幼稚園
建設に取り組む亜大生2人が第8回首都圏ノj、さな親切
実行賞を受賞。国際関係学部3年馬場繁子、佐藤美穂
さん。
平成6／6／10　ボランティアで国際貞献。NGO「アクション」を設
立した経済学部1年横田宗君。
平成7／4／10　阪神淡路大震災救援活動体験記。障害者の安否調査活
動に参加した法学部3年小松圭介君。
（5）卒業生
広報紙には卒業生の活躍も時々報じられるが、その中で、タイで合気道
を普及させる活動が注目される。
昭和44／9／5　タイで卒業生が合気道普及。昭和37年から始めた大沢、
山田氏から2代目、深草、石沢の両氏。
昭和47／10／25　タイ国で合気道の指導・普及を行っている亜大卒業生
の深草、馬場、沢田の3氏を法学部2年鈴木啓文君が
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旅行記事で紹介。
昭和63／2／10　タイの合気道四半世紀の記念式典と祝賀会がバンコク
で開催。3000人の弟子。
また、海外青年協力隊員となった卒業生の文章も掲載している。
昭和49／4／25　海外青年協力隊員の卒業生がラオスでの活動の悩みを
寄稿。
（6）地域活動・開かれた大学政策
これまで普遍性とグローバルな視野を重視してきた大学だが、最近は地
域社会の中の存在ということを意識し始めている。国公立大学の多くは独
立法人化の動きの中で、存在意義のひとつとして地城東献を意識せざるを
得なくなっている。また、私立大も、その建学の使命の再確認の中で、地
域社会との交流を活性化させつつある。本学も昭和60年から「開かれた大
学」をめざす諸施策を本格的に打ち出してきた。その動きを広報紙でたど
ってみよう。
昭和48／11／25　日の出のセミナーハウスそばのゴミ焼却場建設に際し
て地元反対協議会とともに反対運動を行う。
昭和60／11／25　3号館竣工記念行事として、市民を対象に「映画とコ
ンサートの集い」開催。「開かれた大学」を志向する
試みの一環として。400人入場。
昭和62／3／15　昭和62年度から聴講生制度発足。「開かれた大学」の
一環として。初年度は8名。
昭和62／9／25　広報紙の紙面を刷新。「開かれた大学」の具体的な取
り組みとして、大学周辺の情報を大いに盛り込み、地
域社会、さらに一般的・公共的性質の記事を掲載する
方針。
昭和63／11／10　武蔵境駅前商店街協同組合役員と本学役員が懇親会開
催。
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平成1／1／10　初の社会人入試を本年3月に実施。「開かれた大学」
めざし。
平成1／2／10　地域交流プログラムの一環として進めた韓国舞踊団の
日本公演開催。
平成1／2／10　武蔵野市商工会議所が異業種交流プログラムの一環と
して若者25人の意見を聞く懇談会を開催し、本学から
も学生3人が参加。
平成1／4／10　シルバー聴講生制度スタート。武蔵野市と提接し、40
名の受講生を受け入れる。
平成1／9／25　シルバー聴講生を対象に夏期集中講座実施。
平成6／9／25　武蔵野地域5大学が初の共同企画事業として共同連続
許演会を開催。主催は武蔵野地域学長懇談会。市の生
涯教育の一環として市民にも開放。
（7）教育活動の公開・地域交流
公開講座とは別の形態で、正課授業を一般に公開することも、大学の教
育活動の開放ということで、地域に貢献する活動となる。また、教育課程
の一部を、地矧こおける実習や調査、ボランティア活動などの形態で行い、
その成果や課題をクラスに持ち帰ってさらに学びを深めるという、サービ
ス・ラーニングの方法が、日本の大学にも少しずつ浸透してきている。学
びのフィールドを教室から学外へ、さらに、地域という現実社会へと広げ
る方法は、地域と大学の関係に新しい展開を生み出す可能性がある。ここ
では、広報紙に取りしげられた事例を取り出してみよう。
昭和63／4／25　経営学部総合講座「産業社会の脱構築」（コーディネー
ター＝横澤利昌教授）の3【ロ］の授業を一般公開。「ビジ
ネス・イン・アジア」（コーディネーター＝管俊雄教授）
も8【可分を－・般公開（昭和63／5／10）。
昭和61／11／25　留学生別科の授業「日本事情」の一環として桜堤小学
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校5、6年生の国語授業を参観。交流活動も。
昭和63／6／10　経営学部主催トノブマネジメン　トセミナー開催。市
民にも公開（これは現在まで継続して行われ、経営学部
の看板授業となっている）。
平成5年度から「ボランティア論」という教養科目が開設された。一定
時間のボランティア体験活動を組み込んだ実習型科目である。この授業を
運営するために地元のボランティアセンター武蔵野に協力を求め、履修生
の活動先を武蔵野地域を中心に確保した。ボランティアをテーマにした
サービス・ラーニング科目である。広報紙にもこの授業に関連した記事が
以下のように多く登場するようになる。
平成5／11／10　ボランティア物語93夏－「ボランティア論」を受講し
た法学部1年小松圭介君の体験記。
平成5／11／10　カンボジアの子どもに学校を－チャリティバザー・
オークション・ボランティア募集。経済学部1年江口
直樹君の呼びかけ。
平成5／11／25　毎週土曜日は手話の日。「ボランティア論」に連動し
て、受講した経営学部4年橋本一郎君がボランティア
で指導。
平成6／1／10　私のボランティア論。「ボランティア論」に関連して、
受講した国際関係学部4年藤岡浩一君の投稿。
平成6／12／10　ボランティア座談会。「ボランティア論」を担当する
栗田充治教授と受講した学生、中田秀久、宮崎裕二、
江口直樹、大道志都、横田宗、津田彩樹子の6人の座
談会。
（8）留学生
本学は比較的留学生が多く学ぶ大学である。留学生はその存在そのもの
が国際交流のシンボルとなる。上記の留学生別科授業「日本事情」の受講
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生が桜堤小学校の国語授業を参観し交流活動をするなど、地域での出番が
あるとともに、日本での生活を支えるために地域の支援を受けることが多
い。
昭和62／2／10　武蔵野ライオンズクラブから留学生5人に奨学金12万
円授与。
昭和63／4／10　武蔵野市が在住留学生に月5，000円の奨学金を支給
（急数な円高に配慮）。亜大も私費留学生の授業料を減
免。
昭和63／4／25　第1回「民際交流」懇談会で3地域の青年会議所と本
学留学生が交流・懇談会を開催。
昭和63／6／25　吉祥寺東コミュニティセンターで開催された「アジア
を知ろう」2回目のイベント（タイ料理と文化）にタ
イ留学生6人参加。
平成1／1／10　武蔵野国際交流市民の会主催の留学生支援のためのバ
ザーとパーティが開催される。
平成1／1／10　三一三鷹市ライオンズクラブが本学留学生支援のためのチ
ャリティボウリング大会を実施（130人集まる）。
平成1／10／10　栗拾いに1700人。駅前商店街が主催（留学生50人を招
待）。
（9）まとめ
以上、広報紙の27年分を読み返しながら感じた印象がある。
広報紙の上では、大学としては地域といろいろなレベルで交流をしてき
た。しかし、それは、広報紙の上でのことであって、大学の一一一構成員とし
ての日常の感覚では、ここに取り上げたことの十分の　一も孜々は認識して
いないのではないだろうか。
つまり、地域との交流や地域貢献活動、社会貢献活動が有機的に展開さ
れていないという印象である。学生クラブ・サークルの課外活動レベルで
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は、見てきたように活発な活動が継続されてきている。4年で入れ替わる
学生組織の限界を考えると、これは大したことである。教職員・学生の個
人レベルでも結構いろいろな活動が行われている。しかし、それも、個々
バラバラという印象をぬぐえない。
つまり、そうしたエネルギーをつなげる人がいないし、つなぐ組織がな
いということである。「開かれた大学」をめざしながら、いまだに統一さ
れた地域向けの窓口がない。平成7年以降、学生・教職員のボランティア
活動はますます盛んになっている。インターンシップ科目もでき、また、
スチューデント・カンパニー・プログラムのような新しい課外活動とその
成果を活用した小学校などでのサービス・ラーニングの試みが行われてい
る。そろそろこうした亜大関係者の諸活動を有機的につなぐシステムの構
築を検討し、実際に立ち上げる時期に来ているだろう。（栗田充治）
第2章　亜細亜大学と地域社会との新しい連携のための二つのプラン
（1）「大学の社会貢献」から「大学と地域との連携」へ
文部科学省は、2003年9月に、「特色ある大学教育支援プログラム」と
して申請のあった664件のうち、80件のプログラムを認定した。「特色ある
l
大学教育支援プログラム」には、五つのテーマが設定されているが、その
うちの「テーマ5」が、「主として大学と地域・社会との連携の工夫改善
に関するテーマ」で、このテーマに関しては申請件数が92件あり、その内
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の12件が認定されている。認定された12件の内容と採択理由についての分
析は、別稿にゆずるとしても、そこには確かに大学と地域との関係が新し
い段階に入ったことを示す一つの兆候が見られる。それは、従来の「大学
の社会貢献」から「大学と地域社会との連携協力」への変化であるといっ
てよいだろう。
3III
また、「私大連」の調査によれば、以下（および注）に示すように各大
学で試みられている連携プログラムは多種多様で多岐にわたり、一種の混
．’7（I
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乱状態に陥っている観さえ呈している。今、仮に、それらを三つの形態
（①r大学から地域へ」、②r大学と地域」、③r地域から大学へ」）に分類して
整理をしてみるならば、以下のようになろう。ここではそれぞれに代表的
な若干例を列挙するにとどめる。
（》「大学から地域へ」の形態には、「公開講座」「一般社会人向けのリカ
レント学習講座」「ひょうご講座」「都民公開講座」「地域住民の生涯学習
プログラムを企画」「大学設備施設を地域住民に開放」「地域主催のイベン
トに学生参加」「高校生を対象とした教室開放」「地域ボランティア事業へ
の職員派遣」「青山学院大学フェスティバルin相模原」「同志社・ヒ
ューマンカレッジ」「国際理解教育事業」「日本語教育支援講座」「キッズ
英会話教室」など。
②「大学と地域」の形態には、「大学図書館と市立図書館との提携・連
携」「地元の小・中・高校とのジョイントコンサート」「近隣の人たちとの
共同研究を行う多摩地域社会研究センター」「提携講座」「地元教育委員会
との共催で市民大学教養講座」「大阪商工労働部との共催で企業交流ネッ
トワーク」など。
③「地域から大学へ」の形態には、「市民による留学生支援活動」「大学
イベントへの市民参加」「市職員研修に聴講生制度を利用」「市主催の老人
大学に一日体験講座」「市民部まちづくり推進課を通じて地域と大学との
連掛舌動」「地方自治体との連携講座」「委託講座」「寄付講座」など。
亜細亜大学においても、これまでに地域とのさまざまな交流、協力、連
携の実績を数多くあげてきている。それらは、「地域交流懇談会」「武蔵野
地域学長懇談会」「武蔵野五大学共同講演会」「武蔵野地域五大学共同教養
講座」「市民聴講生の受け入れ」「市民向け各種公開講座」「市民による留
学生支援」「地元商店街主催イベントへの参加」「大学諸行事への市民参
加」「大学祭への市民参加」など枚挙にいとまがないほど多様である。
だが、「私大連」加盟校の多くが、および本学の場合においてもその多
くが、大学と地域との関係を必ずしも明確に「大学と地域との連携」（今
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日での意味において）として意識されて企画、実施されてきているわけで
はない。明確な意図の下での、整理・統合が急がれる。大学にとって、地
域との連携とはなにか。その一つのあり方として、私は二つの具体的プラ
ンを提案したい。それぞれの基本コンセプトは、地域を素材とする教育と
研究であり、地域から学ぶ教育と研究、地域を活性化させる教育と研究の
体系であると言えようか。むろん、それは「グローカル」な大学作りの一
環として考えてよい。
（2）亜細亜大学と地域との新しい連携－二つのプラン
1「アジア大学通り」を軸としての大学と地域との連携プラン
大学は、「アジア大学通り」（「通りJ）のキャンパス化を基本コンセプト
にすることを提案したい。具体的には「通り」に面して、大学の関連施設
（大学の「総合インフォメーションセンター」「通りミニ研究室J、「通りミニ教
室」、「通りミニ会議室J、大学直営あるいは沿道住民や企業との共同出資による
レストラン、喫茶店、古本屋、居酒屋の開店など）を順次増やして行くこと
によって「通り」全体のキャンパス化を進め、「キャンパスタウン」的な
構想の中で、地域との連携・協力・交流の成果を高めていく構想である。
①学生と沿道市民ボランティアに呼びかけて、「通り」の環境美化を協
議し実施する組織を作り、「通り」の整備（街路樹、ペンチ、標識）・清
掃・安全運動を展開する。「通り」そのものを一種の「ボランティア・コ
ミュニティ」に形成していく。
②「通り」（「スイングピル」内でも可）に、大学の「総合インフォメー
ションセンター」を常設して、その一つのセクションに「地域交流」課を
作り、大学で実施する全ての地域交流関係の仕事を統合する。
③「亜細亜大学地域社会連携協力総合研究所」の設置
大学周辺の町内会、商店街、学校、社会福祉施設などと大学がどのよう
な連携と協力関係を結ぶことができるかを研究し、その成果を具体化、実
施する機関を作り、そのオフィスを「通り」に設置する。
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④教育と地域連携の可能性
大学は授業科目の中に、「通り」の開発、ボランティア・コミュニティ、
コミュニティ・ビジネスなどの「研究プロジェクト」を立ち上げて、担当
教員と学生による地域に密着した調査研究活動を行うことで、教育・研究
に関する地域との連接を進めていく。
2「キャリア・インターンシップ」による地域との連携の可能性
「キャリア・インターンシップ」による地域との連携は、大学教育と地
域連携とをストレートに結合させる試みである。周知のように、インター
ンシップは、産学官団（産業界、官界、教育界、諸団体・NPO・NGO）連携
の最も有望なプログラムである。近年では、大学キャンパスが所在する地
域に展開する産業（企業、地場産業、介護産業、個人商店、デパート、スー
パー）、官界（市役所、消防署、警察署、税務署、鼓判所）、教育界（幼・小・
中・高校・職業訓練校）、諸団体・NPO・NGO（各撞福祉施設、ボランティア
団体）との協力によって、近年のインターンシップは、地域との連携協力
を軸にした新しいインターンシップ教育の構築を目指す動きがでている。
現在、本学においてもインターンシップ委員会によって、平成16年度カ
リキュラム開講を目指して、「亜細亜大学キャリア・インターンシップ」
が準備されているが、そこでの基本コンセプトは、キャンパス近在の職場
においてインターンシップを実施することである。そこでは、インターン
シップの派遣先を、学生が卒業後に希望する職撞・職場にこだわるのでは
なく、一般的な職業観・職場観・社会の現実観を養うための教育の一環と
して捉えているために、大学キャンパス近在の、つまり、地域との連携・
協力が大きな要素になっている。（宇佐見義尚）
注
1）五つのテーマは、以下の通りである。テーマ1「主として総合的取組に関す
るテーマ」（申請数139件、採択は16件）。テーマ2「主として教育課程の工夫
改善に関するテーマJ（申請数は243件、採択は29件）りテーマ3「主として教
育方法の工夫改善に関するテーマJ（申請数131件、採択は14件）。テーマ4
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r主として学生の学習及び課外活動への支援の工夫改善に関するテーマ」（申請
数58件、採択は9件）。rその他のテーマJでの申請数が1件で採択は0。
2）採択された12の教育プログラムと大学は、以下のとおりである。
①r地域と協働する実践的教員養成プロジェクト」福井大学、②「市民参画
F佐賀環境フォーーラムJプロジェクトJ佐賀大学、（卦r学部理念に基づいた地
域・社会との連携J高崎経済大学、④r地域・大学連携による医療系基本教
育」北海道医療大学、⑤r国内外の地域に密着した実践的環境教育J武蔵工業
大学、⑥r大学教育における社会参画体験の取込と実践J明治学院大学、⑦
r多地域・多世代の交流による教育プログラムJ京都造形芸術大学、⑧rデザ
インを通した地域との交流による教育J岐阜市立女子短期大学、⑨r生涯学習
センター設置と公園講座の継続実施J桜の聖母短期大学、⑲rもう一つの学校
rこどもの造形教室j千葉経済大学短期大学部、⑪「多チャンネルを通して培
う地域社会との連携J松本大学松商短期大学部、⑲r高齢者の生きがいづくり
と学生の人間教育J佐賀短期大学。
3）「私大連J（加盟大学123校）の調査（第4回管理運営に関する調査　平成13年
度）。
4）本文に挙げた以外にも以下のようなプログラムが実施されている。
r地域交流懇談会」r武蔵野地域学長懇談会J r武蔵野地域五大学共同講演会J
r武蔵野地域五大学共同教養講座J r大学コンソーシアム京都J「市民大学講座」
r地域住民（緑園都市コミュニティ協会）参加型の大学祭J r地域連絡協洪会J
r西宮市大学交流協会」FひょうこオープンカレッジJ rひようご講座J r公開講
座フェスタJ r国学院大学横浜社会人大学講座」「渋谷区教育委員会と共催して
E本文化を知る講座」「たまプラーザキャンパス公開講座J r大阪教育委員会の
後援で伝統文化に学ぶ講座J r三鷹市の共催の国際市民大学J。
参考文献
武井　昭F現代の社会経済システムj　日本経済評論社、2003年。
天野正治・結城　忠・別府昭郎rドイツの教育』東信堂、1998年。
田村正勝編著r蘇るコミュニティJ文眞堂、2003年。
安川寿之輔『大学教育の革新と実践一変等の主体形成－J新評論、1998年。
宇佐見義尚・長浜尚更・原　生志夫rTF地域交流プロジェクト「常時開設プロ
グラム立案J　グループ報告書J、2001年。
Ronald Barnett∵Rea）izingtheUniversityin arL ageOfsupercomplexity’‘．TheSociL
ety forResearchintoHigherEdueatlOn＆OpenUIllVerSityPress，2000．
AnthorLy Snllth and Frank Webster（ed．）．‘．The Postmodern University？Contested
34
要目・上柑・‘i‾こ佐見・植村
Visions of Higher Educationin Soelety‘’．The Soeiety for Reseat‘ehinto Hightlr
Edueation＆Open LTnLVerSityPress．1997．
第3車　高大連携と地域社会
入試の現場にあって、ここ2、3年、高等学校より大学に対し、教員派
遣の依頼、いわゆる出張講義、出前講義の依頼が急激に増えてきているこ
とに戸惑いを感じている。勿論これは本学に限ってのことではない。全国
の大学のほとんどに見られるものである。事実、文部科学省（以下「文科
省」と略）のr高等学校教育の改善に関する推進状況（平成14年版）J　によ
れば、大学教員による出張講義は、1999年の254校から、2000年には977校
と3倍以上に急増し、2001年1．230校、2002年1，291校（予定）と年々増加
してきている。この背景にあるのは、上記調査報告の表題が、「改善に関
する推進」とあるように、文科省の指導によるものであり、それ自体、
1999年12月に『初等中等教育と高等教育との接続の改善について』という
答申が、中央教育審議会（以下r中教審J　と略）より出されたことにある
ことは言うまでもない。これにより、高等学校あるいはその背後の教育委
員会が、「ねばならない」ものとして受け止め、現実にそれを実施するた
め積極的に大学に要請する必要からのものであろう。
しかし、こうした状況は、喜ばしいものとしてそのまま率直に受け入れ
ることは出来るものなのだろうか。高大連接は望ましいものであり、大学
教員が高校に出かけ、授業を行うことの意義を否定するものではない。問
題は、現実が先行し、高大連携がいかにあるべきかのきちんとした議論に
たってなされているものではないことにある。上述の調査を見るなら、ほ
とんどの大学がその要請に応えている。しかし、高校側にせよ、大学側に
せよ、なぜ出張授業を行うのか、その意義を充分に議論しているとは思わ
れない。実施状況の調査の詳細を見るとき、講義それ自体に貴点が置かれ
ているケースもある程度見られるし、また、その対象が1、2年生の場合
35
が多い。したがって、それらが直接的な入試広報活動と決めつけることに
問題はあるが、その大部分が進路選択のための大学、学部紹介を目的とし
たものである。すなわち、出張授業の多くが入試をめぐってのところに焦
点が置かれていることは確かである。
現実に、この高校側からの要請の窓口は多くの大学において入試部にな
っている。また逆に、だからこそ、入試活動の延長上の中で捉えられるこ
とにもなるのだろう。したがって、たとえば企業の場合に他社が行ってい
る限り、自社も行わざるを得ないとしてなされる広告活動や販売促進活動
と全く同じものとして、こうした出張授業・出前授業を、他大学が行って
いる限り、やらざるを得ないとして捉えられることになる。つまり、あく
まで大学にとっては「販売促進活動」の一環である。ましてや、現在ほと
んどの場合、その費用負担が講義を依頼する高校側にではなく、教員を派
遣し、出張して講義を行う大学側にある。である限り、「大学の社会貢献」
という視点を入れるにせよ、大学側にとっては、志願者獲得のための「販
売促進活動」の側面を強めざるを得ないといえる。
しかし、当然のこととして「高大連携」は販売促進のためのものではな
いし、大学の側からの出張講義のみを意味するものではない。高大連携と
して、安易に大学からの教員派遣がなされ、それがいつの間にか拡大して
きていることに大きな問題がある。大学にとって「販売促進活動」として
ではない「高大連接」とは何か、なぜ連携を行うべきなのか、またその連
携のあり方はいかにあるべきなのかについて、きちんと整理する必要があ
る。特に「地域社会のなかの大学」という視点より、「高大連携」におけ
る大学の役割を考えることが何よりも重要であろう。
「高大連携」が要請される背景は2つある。
一つは、中教審の「初等中等教育と高等教育の接続」に関する答申であ
る。
中教審は、まず1997年6月の『21世紀を展望した我が国の教育の在り方
について』の答申において、主として入試制度の改善に関わり「学校間の
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接続の在り方について見直していくことが必要」であると提起した。これ
を受けて、大学審議会は1998年に『21世紀の大学像と今後の改革方策につ
いて一競争的環境の中で個性輝く大学』の答申をまとめる。そこでは、
「高等学校の教育内容が多様化していることを前提として、履修歴の多様
な高等学校卒業生を受け入れる」限り、入試制度の多様化をはじめとして
大学の教育内容も当然その変化に対応した内容に変わるべきであり、大学
においての補習教育の実施や高校生に大学および大学教育に接する機会を
積極的に設けるといったことを求めていた。そして、上述のように、中教
審は「戦後50年の教育の量的拡大を振り返り、改めて初等中等教育と高等
教育の役割を整理」するとして、1999年12月に『初等中等教育と高等教育
との接続の改善について』を答申した。初等教育から大学を中心とした高
等教育にいたるまで一貫した「r自ら学び、自ら考える力』と『課題解決
力』の育成を軸にした教育」を標題に、高校と大学との連携の改善強化を
主張する。高等教育との「接続」の問題として強調されることは、高校生
一人ひとりが自分の将来について自らの進路を主体的に選択していくこと、
そのために高校と大学とが強く連携し、彼らの進路選択に対し支援してい
くことを求めている。
平成12年版の『我が国の文教政策』においての「教育改革の動向」を借
りて要点をまとめるなら、第1には高校と大学との役割分担を明確にし、
両者の教育の連携を図ること、第2としては両者の接続を重視した大学人
試選抜の改善という二つの問題に集約される。具体的には以下のことがあ
げられている。
（1）多様な高校と多様な大学を円滑に接続するために、
①　高校生が大学の授業を履修する…専門的な事項についての強い意
欲や関心を持つ生徒に高等教育が提供する多彩な教育に触れる機会を
広く提供
②　高校と大学の相互理解の推進…高校関係者と大学関係者の連帯協
議会の開催、大学教員が高校において学問の紹介や講義を実施
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（診　大学教育への円滑な接続…入学直後の段階で、自発的学習を前提
にした大学教育に円滑に移行するためのガイダンスの充実、指導教官
による履修相談の実施
（2）大学と学生のより良い相互選択のために、
①　アドミッション・ポリシーの明示
②　入学者選抜の方法
（釘　大学入試センター試験の改善
ここからうかがわれるように、経済的豊かさと少子化に伴い、高等教育、
特に大学への進学率が急速に高まる、いわゆる大学のユニバーサル化の状
況にあって、大学進学志望者と受け入れる大学とのミスマッチをなくそう
ということが主旨であろう。したがって、進学志望者が将来の進路を適切
に選択できるように、少なくとも学部、学科という大括りの範囲において
でも将来の職業の方向を見えるようにする。そのために大学の選択、学部
の選択、学科の選択が自覚的にできるように、大学から情報を十分に提供
すべきであり、同時に、大学は、自らの教育理念に見合った学生を確保す
るため、選抜に当たって学力試験という一律的な評価だけでなく、多様な
方法を工夫すべきであるとりうことである。このように整理されるとき、
その意図はともあれ、結果として高大連携の焦点が入学試験をめぐっての
領域に偏りがちなことは首肯できる。
しかし、「高大連携」が大学にとって重要なもう一つの要因がある。そ
れは「大学の社会的貢献」の問題であり、たとえば典型として、大学評
価・学位授与機構が『教育サービス面における社会貢献』について、国立
大学について点検評価を行い、すでにいくつかについて報告書をまとめて
いる。平成14年に公表された千葉大学に対する評価報告番の中で、大学の
社会に対する貢献を、（1）研究活動を通じての社会貢献（産学連携による研
究開発や特許等による研究成果の社会還元）と、（2）教育サービス面での社会
貢献とに分け、後者について「このような貢献は、主要な責任である高等
教育の実施に付随するものであるが、大学が有する教育資源が、質・量と
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もに、社会の中核的存在であることを考えるならば‥・大学の社会的責任の
本質的部分を構成している」と述べている。これは、単にその財政的基盤
を全面的に回家予算によっているとしての国立大学だけの問題ではなく、
私立大学においても適合する。その論拠を詳説する紙幅がないが、基本的
には「企業市民」の論拠と同様、学校「法人」としての市民性の中に求め
られるだろう。すなわち、自然人が市民として社会に対し貢献することと
同様、法において「人」と認められた限り、「市民」として、企業にせよ、
大学にせよ一定の地域社会に対する貢献が求められることになる。そして、
大学の社会に対する貢献は、その自らの有する教育資源を広く地域社会に
公開することにあると結論できる。
大学は、第1に図書館をはじめとした様々な施設といった物的資源と、
教員および職員、さらには学生という人的資源を豊富に有しており、すで
にこれらを公開する試みはなされているし、現在も模索しているといえる。
「高大連携」については、むしろここにきちんと位置づけるべきであると
いうことを強調したい。教員という人的資源を、地域社会に対する貢献と
いう視点で広く公開し派遣する。そのことではじめて「高大連携」におけ
る出張講義も意味を持つことになる。
中教審は、一方において、2002年に『新しい時代における教養教育の在
り方について』という重要な答申をまとめ、その中で「社会の高度化、複
雑化が進む中で、このような教養教育の理念・目的は人間として身に付け
るべき社会規範などを含め、初等中等教育においても、また生涯を通じて
行われる学習においても重要である。」と述べている。多くの大学におい
て、すでに生涯学習に対しての公開は実施されている。そこで、大学の教
養教育が「学問の裾野を広げ、様々な角度から物事を見ることのできる能
力や、自主的・総合的に考え、的確に判断する能力、豊かな人間性を養い、
自分の知識や人生を社会との関係で位置づけることのできる人材を育て
る」ことを臼的・理念とするとき、「自ら学び、自ら考える力と課題探求
力の育成」を軸とする高大連携の強化に対し、とりわけ大学教員の果たす
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べき役割があると思える。
そのためには、現在かなり多く見られる、個々の大学の「販売促進活
動」に堕してしまうような、無秩序な高大連携の名の下にある活動ではな
く、より組織化されたプログラムを構築していく必要がある。個別の大学
と個別の高校という、しかもアドホックな関係ではなく、最も先端的なも
のとしての「京都コンソーシアム」に代表されるように、大学・高校それ
ぞれが連合体を作り粗放化された、継続的活動として形成されるべきであ
ろう。すでに、広島県や山口県等々いくつかの地方自治体で、特に県教育
委員会を媒介として高大連携の機構が形成されている。われわれについて
も、武蔵野地区あるいは多摩地区といった範園での連合化が考えられても
よい。特にすでに「自由大学」としての生涯教育の方は動き出しているの
だから。
「大学として考慮すべき点は、資源配分の管理である。大学はその本来
の目的である教育と研究に加えて社会貢献を行うのであるから、この貢献
の資源配分が誤って本来の目的の教育研究の望ましい実現を阻害するよう
なことがあってはならない。＿　と千葉大学の『評価報告書』の中で述べら
れている。現行の状況はその意味で、資源の配分の効率性に問題があり、
そのことより教員の負担増ということでの不満が生ずることにもなってい
る。そのためにも、一つには高大連携を社会貢献として位置づけ、そのこ
とにより地域の範餌を明確にする必要がある。武蔵野地区→多摩地区→東
京都→首都圏→関東圏といった広がりの中で資源を効率的に配分すること
が考えられるべきである。そのためにも第2に、やはりすでにいくつかの
大学において設置されているが、「高大連携室」といった部門を作り、そ
の資源配分を効率的に管理する部門が必要とされる。そしてそれは、入試
部門であるべきではないことを強調したい。（上柑祐一）
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第4章　大東文化大学の「地域デザインフォーラム」（地域連携研究）
（1）「地域デザインフォーラム」の特徴
地域と大学の連携がさまざまに模索されている中で、東京都板橋区と大
東文化大学との地域連携研究である「地域デザインフォーラム」は、しっ
かりした共同研究体制の確立と共に、板橋区が「第3踊行政サービス調査」
において改革度ランキングで全国698区・市の中で第3位の総合評価を受
けており、その研究成果が行政の改革のために活用されている実線がある
という意味でも際立っており、本研究のテーマである「地域における大学
の役割」を検討する上で格好の材料を提供していると思われる。
はじめに同フォ・一ラムは、平成12年5月18日の大東文化大学と東京都板
11
橋区の両者による協定書の調印で発足した。当初の2年間の研究期間を第
1期とし、その取りまとめとして平成14年3月に最終報告書が提出されて
いる。そこでは、コミュニティ、福祉、産業振興の3分科会に分かれて課
2I
題の把捉とそれに対する提言が示されている。以Fではこの報告書（以下
r14年報告番」と記す）を中心に検討する。
（2）「まちづくりとコミュニティ」の概要と検討
まず、区民のコミュニティ意識の硯状を明らかにするために、区民の地
域活動を「1：町会・自治会活動」「2：趣味のグループ・団体活動」「3
：ボランティア活動」に3区分した上で、住民台帳から20歳以上の成人を
無作為抽出し、2000適のアンケート調査、さらに、アンケート調査では明
らかにされない個々の活動団体の主体的な活動者自体の意識を明らかにす
るために、中心的な活動者に対する聞き取り調査が行われ、その吟味に基
3I
づいて報告が行われている。
調査結果によれば、剛又票534のうち、何らかの活動参加者は191、さら
に、各活動への参加状態を見ると、町会活動参加数148、趣味活動参加数
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94、ボランティア活動参加数26、二つ以上の活動に参加している総数は70
であった。
これらの調査から各団体の特性やニーズを検討した結果、「区としては
直接地域の活動組織に対し、行政指導のような関与をすべきではないとい
うスタンスを確認」した上で、「いずれの団体も、そのニーズ、行政に対
する期待はさほど変わらないことが見えてきた。すなわち、資金、場所、
人、情報の四つの要素である。」（14年報告書88頁）と結論づけるが、これ
までの種々の施策を展開してきたにもかかわらず課題になったことから、
さらに施策の不足が生じているのか、あるいは方法に問題があるのかどち
らかであると考え、検討の結果、次の提言にまとめている。
［提言1］情報の提供に関して：地域活動の情報発信、町会単位のホー
ムページ作成、ボランティア団体の情報発信（ホームページ・名簿）、
行政情報・地域情報の検索可能なシステム、町会・自治会によるミニ
コミ誌の発行支援
［提言2］場の提供に関して：ニーズの把掘
【提言3］人づくり・きっかけづくり：まちづくり・コミュニティ教育
の実践、自主的な学習講座の支援・拡大
これらの提言のなかで、アンケート調査と聞き取り調査の結果から、実
に半数の回答者が望んでいたのが「情報の提供」であり、もっとも必要性
を感じていたことが確認され、このことから情報の提供に関する提言がき
わめて詳紬二わたっていると推察される。
「場の提供」に関しては、いずれの集会機能を持つ場所も開放が進んで
おり、情報の提供が不十分なのか、実際に時間帯等が重複しているのか確
認する必要を指摘している。
さらに、「人づくり・きっかけづくり」に関しては、まちを歩く地域探
検や、まちづくりの取り組みを学ぶなど、小中学校での教育課程に取り込
んで、まちづくり・コミュニティ教育を実践することの必要性と、学習講
座の支援並びに区民による自主的なサークルの作成・拡大等を通じて話し
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合い学習やワークショップ形式の参加機会の拡大を提言している。
（3）「21世紀の福祉のまちづくり」の概要と検討
福祉のまちづくりについては、健常高齢者と要援護高齢者への施策、そ
して、高齢化社会を支える基盤整備の視点から、ボランティア活動と情報
化に関して検討されている。
まず、健常高齢者への福祉行政のあり方については、『板橋区高齢者生
活実態・志向調査報告者』（平成10年5月）で生活実態を確認した上で、板
橋区の介護保健サービスの認定状況に関してのアンケート調査（日本統計
センター　㌻区内活動調査・調査結果報告書』平成13年3月）で介護に関して検
討している。そこでは認定を受けていない人が87．9％と非常に高く、高齢
者の多くは元気であり、また各人の状況は多種多様であり、就労意欲は高
く、健康・スポーツ、学習、趣味、ボランティアなど、社会参加にも高い
関心を持っていることが明らかにされている。このような状況を踏まえ、
健常高齢者への施策では高齢者に見合った仕事の創出、雇用の増進、技術
講習等を重視している。さらには、ボランティア活動への参加を容易にす
るとともに、人生80年に対応した生涯学習や趣味とスポーツ機会の提供も
健康と生き甲斐のためには極めて重要であると指摘している。
次に、要援護高齢者への在宅福祉サービスに関しては、なぜ介護保険
サービスを使わないのかの理由には、入院中であること、家族等の介護が
ある、自分で身の匝］りの事をするよう努力している、介護保険サービスを
使うほど具合が悪くない、できるだけ他人の世話になりたくない、等があ
り、これらのことから介護保険の使い勝手が悪いことが推察される。さら
に不公平感の払拭のためにも、介護認定とケアプランのチェック、介護
サービスメニューの拡充、低所得者への負担の軽減、等が指摘されている。
要援護高齢者の施設サービスに関しては、介護度が高いことから在宅介
護は困難な場合が多く、施設入所が順番待ちになり深刻化している。板橋
区の待機者が定員の4倍いることが指摘される。そこで施策としては入所
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待ち期間の短縮化のために、正確な実態の把櫨や、供給増加のピッチを上
げることと共に、介護保険の自己負担分を高めて家族からの厄介払い的な
意味での施設サービスへの需要を削減すること、等が指摘されている。
基盤整備に関しては、地域福祉のネットワーク構築とNPO活動の促進
が検討されている。旧厚生省の「ふれあいまちづくり事業」の一環として、
「小地域ネットワーク」の構築が進められているが、それは「近隣住民を
中心とした個別支援の組織」であり、「地域ケアの創出を形成する福祉コ
ミュニティ」（14年報告書151頁）が注目されている。この例として、「高島
平地区小地域ネットワーク」が取り上げられ、基本活動として、公開セミ
ナー、小中学校行事への参加、高齢者の見守り、人材バンクの運営、ネッ
トワーク広報誌『にこにこさん』の発行、地域通貨「にこ」の発行など極
めて幅広い活動が可能であり、また必要とされていることが示唆されてい
る。他方、NPO活動に関しては、資金難や人材不足などの問題を抱えて
いるがその活性化に向けて、2001年12月「（仮称）ボランティア・NPOと
行政の協同の推進計画」の策定作業に入っているとのことである。
最後に、基盤整備として、情報化の推進によって高齢者の生活向上に大
きく貢献すると思われるが、実際の情報通信の利用は低水準にとどまって
いる。その原因は使いやすさの点で「情報バリアフリー」になっていない
点と、ネットワークを活用する「情報リテラシー」が低いことであった。
その解決のためには、情報バリアフリーには機器の普及と周知等、情報リ
テラシーの改善のためには講習会の実施等があるが、それを支援する主体
としてのボランティアやNPOの役割が極めて重要であることが示唆され
ている。
（4）「新産業の創出支援」の概要と検討
板橋区においても、工場数の減少、商店街の空き店舗の増加等の産業活
動の停滞が生じており、それに対していかに活性化しうるかが大きな課題
となっている。そこで、区内の企業人との意見交換、消費者お買い物調査
44
楽日ト上村・宇佐見・植村
の実施、関係団体械関のヒアリング等を行って、その打開策を検討してい
る。そこでは産業集積を地域経済活性化の源泉であると位置づけ、産業集
積の質的変化の方向を探りながら、新陳代謝を盛んにし、産学公連携によ
る新産業・新企業の創出が重要であると考えている。
この課題に答えるために、ビジネス・インキュベーション・モデルの検
討と開発を試みている。そこで必要とされるのは、新規事業を資金面で支
援しうるエンジェルであり、彼らを登録し、組織化、ネットワーク化し、
さらに開業・創業支援を担当するインキュベーション・マネージャーの育
成を急ぐことが重要であり、ここでの文系大学の地域への貢献は起業家育
成プログラムの実施である。しかし、大学の資金面、施設面、スタッフ面、
など多くの制約があり、特定分野に特化することが必要と考え、特に文系
大学では、アーリーステージ段階にある企業を対象としたマーケテイン
グ・会計・法律などの専門的支援に特化することをホ唆している。また、
外部専門家との緊密なネットワーク構築の必要性に関しては、三鷹市の
SOHO型のオフィス（SOHOCITY）も参考になると指摘している。
大学と行政の連携においては、大学側の支援策として、ベンチャー育成
の講座・研修プログラムの開発、カリキュラムあるいはコースの設置、学
生・職員の学内外の副業ができる基盤作り、カリキュラムやコースからス
ピンオフした者への支援プログラム、三者の連携によるベンチャー・ビジ
ネス・ファンドの設立、ビジネス・インキュベーション・システムの構築
と支援プログラムの開発・管理システムの構築、等が指摘されている（14
年報告書276頁）。
これに対して、行政は起業・創業のための活動環境の整備に当たること
が必要であり、空き店舗の活用などの「事業活動の場つくり」、信用力の
付与を伴う「事業活動の周知」、「総合的な創業支援システムの構築」、「創
業支援施設の整備」などを指摘しており（14年報告書282頁）、両者の適切
な棲み分けが必要であると考えている。
また、ベンチャー企業の死活問題である資金調達面の整備については、
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地域型信用保証事業の構築を提言している。今日では質的側面が重要にな
ってきており、その改善施策には、創造的起業融資、利用金額の限度の配
慮、事業採算性の評価機関の設置、創造的起業家のプレゼンテーションと
評価、融資後の専門化ネットワークによる支援、等が不可欠であると見る
（14年報告古301頁）。
さらに、起業に対する三つの資金供給モデル、すなわち仲介型、投資株
式会社（組合）型、ベンチャー基金型を検討している。仲介型は既存の資
金調達方法の利用の拡大を図ることであり、投資株式会社型は区が企業に
出資することであり、ベンチャー基金型は原資を大学からの寄付で提供す
るなどである。後者の二つは今後も議論が必要であると考えている。
以上の検討に基づいて、板橋区に適合しうる、インキュベーション・モ
デルの基本枠組みを構築し、開業者・創業者の創出、事業シーズ・事業ア
イデアの創出、インキュベーション・マネージャーの創出、インキュベー
ターの整備拡充、支援ネットワークの構築、資金調達、卒業企業の立地及
びフォローアップ、の7点から支援プログラムを提案している。
（5）「地域デザインフォーラム」の検討から示唆
大学も従来は研究・教育のみに専念していればよかったかもしれないが、
今日では開かれた大学として、地域貢献という社会的要請が極めて強くな
ったことを痛感する。
板橋区と大東文化大学の産学公の地域連携研究もその流れの中にあり、
すでに着々と成果をあげているという意味で、その試みから学ぶべきもの
は決して少なくない。ここではまず、このプロジェクトに参加した当該大
い
学関係者である上遠野武司氏の研究報告によってその点を確認する。
まず、共同研究の間接的成果として指摘されていることには、法学部で
インターンシップが2000年度に板橋区、2002年度に東松山市で導入された
こと、2001年度から板橋区と連携歴史講座「高島秋帆学」が開講されたこ
と、2002年度から大学院法学研究科で区の部長職による講座「現代政治論
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特殊講義Ⅱ」が開講されたこと、全学的に「起業家アイデア・コンテスト」
が開催され、最優秀賞、区長賞の受賞者を区の企業活性化センター内の企
業ラボに入居させ、起業家育成が実施されていること、大学のエクステン
ション・センターでは起業関連講座が2講座開講されたことが指摘されて
いる。また、2002年6月には「産学公による産業振興推進会議」が開催さ
れ、頼橋区の産業連合会、商店街連合会、東京商工会議所板橋支部と、大
東文化大学との連携が深まったことが指摘されている。これらの諸成果を
見ると大学の地域との結びつきが急速に進んだことがうかがえる。
このような成果を生み出した地域連携研究であるが、ここで特筆すべき
ことは、従来の大学の貢献としては、せいぜい地域振興の青写真の提言な
り、アイデアを提供することまでであり、その後の継続的な地域活動との
関わりを維持するということはほとんど皆無であったと思われる。この自
己抑制ないしは限界を自ら一歩踏み出すことによって、上遠野氏の言責を
借りれば、「現在直面している問題点として、研究と実働の境界が曖昧に
なった点があげられる。」（85貫）という問題提起がなされているが、実は
この点にこそ複眼的な視野を持った研究者の必要性が示唆されていると解
することも可能である。すなわち、開かれた大学とは教員・職員・学生が
共に積極的に地域の中で、まちづくり、福祉、産業振興などのさまざまな
ところで、寄与しうる分野において責任の一端を担っていくことにあるも
のと思われる。
今日、亜細亜大学においても地域にどのように貢献していくかが重要な
課題として浮上してきており、まちづくり、福祉、産業活性化のいずれに
おいても貢献しうるところ大であると思われる。実際、亜細亜大学学長主
導の「地域産学公連携推進プロジェクト」の創設、及び、経済学部「都市
径済・コミュニティコース」の平成16年度カリキュラムでの導入は、本研
究の主旨に沿った先駆け的試みと位置づけられうる。ただ、武蔵野市にお
いては専門分野も異なる複数の大学があり、これまでにようやく武蔵野元
大学の単位互換が始まったところであり、大学間の連携というもう一つの
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連携の軸を考慮して、今後の地域連携を検討する必要があるものと思われ
る。（植村利男）
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